
甲 第 １４６ 号 議 案 

   岡山市分担金その他収入金の督促及び延滞金の徴収に関する条例の一部を改

正する条例の制定について 

 岡山市分担金その他収入金の督促及び延滞金の徴収に関する条例の一部を改正する条例

を次のように制定するものとする。 

  平成２５年 ９ 月 ２ 日提出 

 

岡山市長 髙  谷  茂  男 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市分担金その他収入金の督促及び延滞金の徴収に関する条例の一部を改 

正する条例 

岡山市分担金その他収入金の督促及び延滞金の徴収に関する条例（昭和３２年市条例第

３７号）の一部を次のように改正する。 

 附則第１２項を次のように改める。 

（延滞金の割合の特例） 

１２ 当分の間，第５条に規定する延滞金の年１４．６パーセントの割合及び年７．３パ

ーセントの割合は，同条の規定にかかわらず，各年の特例基準割合（当該年の前年に租

税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規定により告示された割合

に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。以下この項において同じ。）が年７．

３パーセントの割合に満たない場合には，その年（以下この項において「特例基準割合

適用年」という。）中においては，年１４．６パーセントの割合にあつては当該特例基

準割合適用年における特例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合とし，

年７．３パーセントの割合にあつては当該特例基準割合に年１パーセントの割合を加算

した割合（当該加算した割合が年７．３パーセントの割合を超える場合には，年７．３

パーセントの割合）とする。 

   附 則 
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１ この条例は，平成２６年１月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 改正後の附則第１２項の規定は，延滞金のうち施行日以後の期間に対応するものにつ

いて適用し，施行日前の期間に対応するものについては，なお従前の例による。 

 

 

提案理由 

 平成２５年度税制改正による地方税に係る延滞金の割合の見直しに伴い，本条例の延滞

金の割合について地方税法の規定との不均衡を生じないよう措置を講ずるため，本条例の

一部を改正しようとするものである。 

2



甲 第 １４７ 号 議 案 

   岡山市市税条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市市税条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２５年 ９ 月 ２ 日提出 

 

岡山市長 髙  谷  茂  男 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市市税条例の一部を改正する条例 

 岡山市市税条例（昭和２５年市条例第４７号）の一部を次のように改正する。 

 第２４条第５項中「第２３条第１項第１６号」を「第２３条第１項第１７号」に改める。 

第２４条の６第２項中「第３１４条の７第２項」の次に「（法附則第５条の６第２項の 

規定により読み替えて適用される場合を含む。）」を加える。 

第２９条の７の２第１項中「を当該年度の」の次に「初日の属する年の」を加え，同項

第１号を削り，同項第２号を同項第１号とし，同項第３号を同項第２号とする。 

第２９条の７の５第１項中「当該年度の前年度において第２９条の７の２第１項の規定

により特別徴収の方法によつて徴収された年金所得に係る特別徴収税額に相当する額」を

「当該特別徴収対象年金所得者に対して課した前年度分の個人の市民税のうち当該特別徴

収対象年金所得者の前々年中の公的年金等に係る所得に係る所得割額及び均等割額の合算

額（当該特別徴収対象年金所得者に係る均等割額を第２９条の７の２第１項の規定により

特別徴収の方法によつて徴収した場合においては，前々年中の公的年金等に係る所得に係

る所得割額）の２分の１に相当する額」に改める。 

第４０条中「３分の１の額」の次に「（当該家屋が同法第２条第１号に規定する第一種

市街地再開発事業に係る家屋である場合においては，４分の１の額）」を加える。 

附則第２条の２を次のように改める。 

（延滞金の割合等の特例） 

第２条の２ 当分の間，第１１条，第２９条の２第２項，第２９条の８第３項，第２９条
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の１２第２項，第３２条の９第２項，第５０条の２第２項，第７６条第５項，第７７条

の３第２項，第１１２条第２項（第１１４条の７において準用する場合を含む。），第

１１４条第２項（第１１４条の７において準用する場合を含む。），第１２７条の３第

２項及び第１２７条の７第２項に規定する延滞金の年１４．６パーセントの割合及び年

７．３パーセントの割合は，これらの規定にかかわらず，各年の特例基準割合（当該年

の前年に租税特別措置法第９３条第２項の規定により告示された割合に年１パーセント

の割合を加算した割合をいう。以下この条において同じ。）が年７．３パーセントの割 

合に満たない場合には，その年（以下この条において「特例基準割合適用年」とい 

う。）中においては，年１４．６パーセントの割合にあつては当該特例基準割合適用年

における特例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合とし，年７．３パー

セントの割合にあつては当該特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当

該加算した割合が年７．３パーセントの割合を超える場合には，年７．３パーセントの

割合）とする。 

２ 当分の間，第３０条に規定する延滞金の年７．３パーセントの割合は，同条の規定に

かかわらず，特例基準割合適用年中においては，当該特例基準割合適用年における特例

基準割合とする。 

附則第３条第１項中「日本銀行法」の次に「（平成９年法律第８９号）」を加え，

「（以下本項」を「（当該期間内に前条第２項の規定により第３０条に規定する延滞金の

割合を同項に規定する特例基準割合とする年に含まれる期間がある場合には，当該期間を

除く。以下この項」に，「到来する場合には，」を「到来する場合における」に，「前

条」を「前条第２項」に改める。 

 附則第３条の２中「第９項」を「第１０項」に改める。 

附則第４条第４項及び第４条の２第４項中「第２３条の２第１項」を「第２３条第１

項」に改める。 

附則第５条の３の２第１項中「平成３５年度」を「平成３９年度」に，「平成２５年」

を「平成２９年」に，「附則第５条の４の２第５項」を「附則第５条の４の２第６項（同

条第９項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）」に改める。 

附則第５条の４中「附則第２２条第１項」の次に「，附則第２２条の２第１項」を加え，
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「附則第２３条の２第１項」を「附則第２３条第１項」に改め，「附則第５条の５第２

項」の次に「（法附則第５条の６第２項の規定により読み替えて適用される場合を含

む。）」を加える。 

附則第１８条の見出し中「配当所得」を「配当所得等」に改め，同条第１項中「及び次

項」及び「おいて，当該上場株式等の配当等の支払を受けるべき年の翌年の４月１日の属

する年度分の市民税について当該上場株式等の配当等に係る配当所得につきこの項の規定

の適用を受けようとする旨の記載のある第２４条第４項に規定する申告書を提出したと

き」を削り，「配当所得については，同条第１項」を「利子所得及び配当所得については， 

第２４条第１項」に，「配当所得の金額（以下」を「利子所得の金額及び配当所得の金額

として令附則第１６条の２の１１第３項で定めるところにより計算した金額（以下」に，

「上場株式等に係る配当所得の金額」を「上場株式等に係る配当所得等の金額」に，「課

税配当所得」を「課税配当所得等」に改め，同条第２項中「市民税」を「前項の規定のう

ち，租税特別措置法第８条の４第２項に規定する特定上場株式等の配当等（以下この項に

おいて「特定上場株式等の配当等」という。）に係る配当所得に係る部分は，市民税の所

得割の納税義務者が当該特定上場株式等の配当等の支払を受けるべき年の翌年の４月１日

の属する年度分の市民税について特定上場株式等の配当等に係る配当所得につき前項の規

定の適用を受けようとする旨の記載のある第２４条第４項に規定する申告書を提出した場

合に限り適用するものとし，市民税」に，「上場株式等の配当等」を「特定上場株式等の

配当等」に改め，同条第３項第１号，第３号及び第４号中「配当所得」を「配当所得等」

に改める。 

附則第２０条の２第３項中「又は第３７条の９の２から第３７条の９の５まで」を「，

第３７条の９の４又は第３７条の９の５」に改める。 

附則第２２条の見出し中「株式等」を「一般株式等」に改め，同条第１項中「株式等

に」を「一般株式等に」に，「附則第１８条第６項」を「附則第１８条第５項」に改め，

「当該市民税の所得割の納税義務者が法第２３条第１項第１６号に規定する特定株式等譲

渡所得金額（以下この項において「特定株式等譲渡所得金額」という。）に係る所得を有

する場合には，当該特定株式等譲渡所得金額に係る所得の金額（第２４条第６項の規定に

より同条第５項の規定の適用を受けないものを除く。）を除外して算定するものとす
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る。」を削り，「第２項第１号」を「次項第１号」に改め，同条第２項第１号，第３号及

び第４号中「株式等」を「一般株式等」に改める。 

附則第２２条の２を次のように改める。 

（上場株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第２２条の２ 当分の間，所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第３７条の１１

第１項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等を有する場合には，当該上場株式等に係

る譲渡所得等については，第２４条第１項及び第２項並びに第２４条の４の規定にかか

わらず，他の所得と区分し，前年中の当該上場株式等に係る譲渡所得等の金額として令

附則第１８条の２第５項に定めるところにより計算した金額（当該市民税の所得割の納

税義務者が法第２３条第１項第１７号に規定する特定株式等譲渡所得金額（以下この項

において「特定株式等譲渡所得金額」という。）に係る所得を有する場合には，当該特

定株式等譲渡所得金額に係る所得の金額（第２４条第６項の規定により同条第５項の規

定の適用を受けないものを除く。）を除外して算定するものとする。以下この項におい

て「上場株式等に係る譲渡所得等の金額」という。）に対し，上場株式等に係る課税譲

渡所得等の金額（上場株式等に係る譲渡所得等の金額（次項において準用する前条第２

項第１号の規定により読み替えて適用される第２４条の３の規定の適用がある場合には，

その適用後の金額）をいう。）の１００分の３に相当する金額に相当する市民税の所得

割を課する。 

２ 前条第２項の規定は，前項の規定の適用がある場合について準用する。この場合にお

いて，同条第２項中「附則第２２条第１項」とあるのは「附則第２２条の２第１項」と， 

「一般株式等に係る譲渡所得等の金額」とあるのは「上場株式等に係る譲渡所得等の金

額」と，「租税特別措置法」とあるのは「租税特別措置法第３７条の１１第６項の規定

により読み替えて準用される同法」と読み替えるものとする。 

附則第２２条の３から第２３条までを削る。 

附則第２３条の２第２項中「附則第２３条の２第１項」を「附則第２３条第１項」に改

め，同条を附則第２３条とする。 

附則第２３条の３を削る。 

附則第２３条の４第２項中「附則第２３条の４第１項」を「附則第２３条の２第１項」
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に改め，同条第５項第１号中「附則第２３条の４第３項」を「附則第２３条の２第３項」

に改め，同項第２号中「附則第２３条の４第３項」を「附則第２３条の２第３項」に，

「附則第２３条の４第４項」を「附則第２３条の２第４項」に改め，同項第３号中「附則

第２３条の４第３項」を「附則第２３条の２第３項」に改め，「に係る」の次に「利子所

得の金額又は」を加え，同項第４号中「附則第２３条の４第３項」を「附則第２３条の２

第３項」に改め，同条第６項中「附則第２３条の４第３項」を「附則第２３条の２第３

項」に改め，同条を附則第２３条の２とする。 

附則第２３条の５を削る。 

附則第２４条中「附則第４１条第１１項第１号」を「附則第４１条第１０項第１号」に

改める。 

附則第２４条の２中「附則第４１条第１５項」を「附則第４１条第１４項」に改める。 

附則第２５条第１項中「附則第４５条第３項」を「附則第４５条第４項」に，「「法附

則第５条の４の２第５項」を「「法附則第５条の４の２第６項（同条第９項の規定により

読み替えて適用される場合を含む。）」に，「附則第５条の４の２第５項」と，」を「附

則第５条の４の２第６項」と，」に改め，同条第２項中「第１３条の２第１項から第５

項」を「第１３条の２第１項から第６項」に，「附則第４５条第４項」を「附則第４５条

第５項」に，「「法附則第５条の４の２第５項」を「「法附則第５条の４の２第６項（同

条第９項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）」に，「適用される法附則第

５条の４の２第５項」を「適用される法附則第５条の４の２第６項（法附則第４５条第６

項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）」に改める。 

附則第２５条の２の見出し中「延長」を「延長等」に改め，同条第１項を次のように改

める。 

その有していた家屋でその居住の用に供していたものが東日本大震災（平成２３年３

月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震及びこれに伴う原子力発電所の事故による災

害をいう。次項において同じ。）により滅失（震災特例法第１１条の６第１項に規定す

る滅失をいう。以下この項及び次項において同じ。）をしたことによつてその居住の用

に供することができなくなつた所得割の納税義務者が，当該滅失をした当該家屋の敷地

の用に供されていた土地等（同条第１項に規定する土地等をいう。次項において同 
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じ。）の譲渡（震災特例法第１１条の４第６項に規定する譲渡をいう。次項において同

じ。）をした場合には，次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は，それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句として，附則第２０条，附則第２０条の２，附則第２０条

の３又は附則第２１条の規定を適用する。 

第３５条第１項 第３５条第１項（東日本大震災の被災者等

に係る国税関係法律の臨時特例に関する法

律（平成２３年法律第２９号）第１１条の

６第１項の規定により適用される場合を含

む。） 

附則第２０条第１

項 

同法第３１条第１項 租税特別措置法第３１条第１項 

附則第２０条の２

第３項 

第３５条の２まで，

第３６条の２，第３

６条の５ 

第３４条の３まで，第３５条（東日本大震

災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特

例に関する法律第１１条の６第１項の規定

により適用される場合を含む。），第３５

条の２，第３６条の２若しくは第３６条の

５（これらの規定が東日本大震災の被災者

等に係る国税関係法律の臨時特例に関する

法律第１１条の６第１項の規定により適用

される場合を含む。） 

附則第２０条の３

第１項 

租税特別措置法第３

１条の３第１項 

東日本大震災の被災者等に係る国税関係法

律の臨時特例に関する法律第１１条の６第

１項の規定により適用される租税特別措置

法第３１条の３第１項 

第３５条第１項 第３５条第１項（東日本大震災の被災者等

に係る国税関係法律の臨時特例に関する法

律第１１条の６第１項の規定により適用さ

れる場合を含む。） 

附則第２１条第１

項 

同法第３２条第１項 租税特別措置法第３２条第１項 
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附則第２５条の２第２項中「前項の規定は，同項」を「前２項の規定は，これら」に，

「，前項」を「，これら」に改め，同項を同条第３項とし，同条第１項の次に次の１項を

加える。 

２ その有していた家屋でその居住の用に供していたものが東日本大震災により滅失をし

たことによつてその居住の用に供することができなくなつた所得割の納税義務者（以下

この項において「被相続人」という。）の相続人（震災特例法第１１条の６第２項に規

定する相続人をいう。以下この項において同じ。）が，当該滅失をした旧家屋（同条第

２項に規定する旧家屋をいう。以下この項において同じ。）の敷地の用に供されていた

土地等の譲渡をした場合（当該譲渡の時までの期間当該土地等を当該相続人の居住の用

に供する家屋の敷地の用に供していない場合に限る。）における当該土地等（当該土地

等のうちにその居住の用に供することができなくなつた時の直前において旧家屋に居住

していた者以外の者が所有していた部分があるときは，当該土地等のうち当該部分以外

の部分に係るものに限る。以下この項において同じ。）の譲渡については，当該相続人

は，当該旧家屋を当該被相続人がその取得をした日として令附則第２７条の２第４項で

定める日から引き続き所有していたものと，当該直前において当該旧家屋の敷地の用に

供されていた土地等を所有していたものとそれぞれみなして，前項の規定により読み替

えられた附則第２０条，附則第２０条の２，附則第２０条の３又は附則第２１条の規定

を適用する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。ただし，次の各号に掲げる規定は，当該各号に

定める日から施行する。 

(1) 第２４条の６第２項の改正規定並びに附則第２条の２，第３条，第３条の２，第５

条の４（「附則第５条の５第２項」の次に「（法附則第５条の６第２項の規定により

読み替えて適用される場合を含む。）」を加える部分に限る。），第２０条の２第３

項及び第２５条の２の改正規定並びに次項並びに附則第４項及び第７項の規定 平成

２６年１月１日 

(2) 附則第５条の３の２及び第２５条の改正規定並びに附則第６項の規定 平成２７年
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１月１日 

(3) 第２４条第５項の改正規定並びに附則第２４条及び第２４条の２の改正規定並びに

附則第８項の規定 平成２８年１月１日 

(4) 第２９条の７の２第１項及び第２９条の７の５第１項の改正規定並びに附則第３項

の規定 平成２８年１０月１日 

(5) 附則第４条第４項，第４条の２第４項，第５条の４（「附則第５条の５第２項」の

次に「（法附則第５条の６第２項の規定により読み替えて適用される場合を含

む。）」を加える部分を除く。），第１８条及び第２２条から第２３条の５までの改

正規定並びに附則第５項の規定 平成２９年１月１日 

（延滞金に関する経過措置） 

２ 改正後の岡山市市税条例（以下「新条例」という。）附則第２条の２の規定は，延滞

金のうち平成２６年１月１日以後の期間に対応するものについて適用し，同日前の期間

に対応するものについては，なお従前の例による。 

（市民税に関する経過措置） 

３ 新条例第２９条の７の２第１項及び第２９条の７の５第１項の規定は，平成２８年１

０月１日以後の地方税法第３１７条の２第１項に規定する公的年金等（以下この項にお

いて「公的年金等」という。）に係る所得に係る個人の市民税の特別徴収について適用

し，同日前の公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の特別徴収については，なお従

前の例による。 

４ 新条例附則第３条の２の規定は，平成２６年度以後の年度分の個人の市民税について

適用し，平成２５年度までの個人の市民税については，なお従前の例による。 

５ 新条例附則第４条第４項，第４条の２第４項，第５条の４（「附則第５条の５第２ 

項」の次に「（法附則第５条の６第２項の規定により読み替えて適用される場合を含 

む。）」を加える部分を除く。），第１８条及び第２２条から第２３条の２までの規定

中個人の市民税に関する部分は，平成２９年度以後の年度分の個人の市民税について適

用し，平成２８年度分までの個人の市民税については，なお従前の例による。 

６ 新条例附則第２５条の規定は，平成２７年度以後の年度分の個人の市民税について適 

用し，平成２６年度までの個人の市民税については，なお従前の例による。 
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７ 新条例附則第２５条の２第２項の規定は，市民税の所得割の納税義務者が平成２５年  

１月１日以後に行う同項に規定する土地等の譲渡について適用する。 

８  平成２８年１月１日前に発行された旧租税特別措置法第４１条の１２第７項に規定す

る割引債（同条第９項に規定する特定短期公社債を除く。）について支払を受けるべき

同条第７項に規定する償還差益に対して課する個人の市民税については，なお従前の例

による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

９ 別段の定めがあるものを除き，新条例の規定中固定資産税に関する部分は，平成２５

年度以後の年度分の固定資産税について適用し，平成２４年度分までの固定資産税につ

いては，なお従前の例による。 

１０ 新条例第４０条の規定は，この条例の施行の日（以下この項において「施行日」と

いう。）以後に新築された家屋に対して課する固定資産税について適用し，施行日前に

新築された家屋に対して課する固定資産税については，なお従前の例による。 

１１ 平成２５年４月１日前に法附則第１５条の９第１項に規定する耐震基準適合住宅に

係る耐震改修（当該耐震改修に要した費用の額が３０万円以上５０万円以下のものに限

る。）に係る契約が締結され，同日以後に当該耐震改修が完了する場合における新条例

附則第９条の３第１項の規定の適用については，同項中「書類及び」とあるのは，「書

類及び当該耐震改修に係る契約をした日を証する書類並びに」とする。 

 

 

提案理由 

 地方税法の一部改正に伴い，個人住民税における住宅ローン控除の延長，公的年金から

の特別徴収における徴収額の算定方法の見直し，金融所得課税の一体化の拡充，市街地再

開発事業に係る家屋に対する固定資産税の減額割合の見直し，延滞金の割合の見直しその

他所要の措置を講ずるため，本条例の一部を改正しようとするものである。 
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甲 第 １４８ 号 議 案 

   岡山市区の設置並びに区の事務所の位置，名称及び所管区域を定める条例の

一部を改正する条例の制定について 

 岡山市区の設置並びに区の事務所の位置，名称及び所管区域を定める条例の一部を改正

する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２５年 ９ 月 ２ 日提出 

 

岡山市長 髙  谷  茂  男 

 

 

岡山市条例第   号 

岡山市区の設置並びに区の事務所の位置，名称及び所管区域を定める条例の

一部を改正する条例 

 岡山市区の設置並びに区の事務所の位置，名称及び所管区域を定める条例（平成２０年

市条例第７１号）の一部を次のように改正する。 

 第３条の表南区役所の項中「岡山市南区片岡２０７番地」を「岡山市南区浦安南町４９

５番地５」に改める。 

   附 則 

この条例は，平成２５年１２月２４日から施行する。 

 

 

提案理由 

 岡山市南区役所を移転するため，本条例の一部を改正しようとするものである。 
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甲 第 １４９ 号 議 案 

   岡山市区役所支所及び地域センター設置条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

 岡山市区役所支所及び地域センター設置条例の一部を改正する条例を次のように制定す

るものとする。 

  平成２５年 ９ 月 ２ 日提出 

 

岡山市長 髙  谷  茂  男 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市区役所支所及び地域センター設置条例の一部を改正する条例 

 岡山市区役所支所及び地域センター設置条例（平成２０年市条例第６７号）の一部を次

のように改正する。 

 別表東区役所上道地域センターの項の次に次のように加える。 

南区役所灘崎支所 岡山市南区片岡２０７番地 南区の区域のうち，次に掲げる区域  

植松，奥迫川，片岡，川張，北七区， 

宗津，西紅陽台一丁目，西紅陽台二

丁目，西紅陽台三丁目，西高崎，西

七区，迫川，彦崎 

   附 則 

 この条例は，平成２５年１２月２４日から施行する。 

 

 

提案理由 

 南区役所灘崎支所を設置するため，本条例の一部を改正しようとするものである。 
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甲 第 １５０ 号 議 案 

   岡山市南区役所駐車場条例の制定について 

 岡山市南区役所駐車場条例を次のように制定するものとする。 

平成２５年 ９ 月 ２ 日提出 

 

岡山市長 髙  谷  茂  男 

 

 

岡山市条例第   号 

岡山市南区役所駐車場条例 

 （設置） 

第１条 岡山市南区役所を利用する市民の利便に資するため，駐車場を次のとおり設置す

る。 

名 称 位  置 

岡山市南区役所駐車場 岡山市南区浦安南町４９５番地５ 

 （駐車場を使用できる自動車） 

第２条 駐車場を使用できる自動車は，次の各号のいずれにも該当するものとする。 

 (1) 駐車場法（昭和３２年法律第１０６号）第２条第４号に規定する自動車で，積載物

を含め，長さ５メートル，幅２メートル以下であること。 

 (2) 発火，引火又は爆発のおそれのある物品を積載していないこと。 

(3) 著しく悪臭を発する物品を積載していないこと。 

 (4) 駐車場の構造又は設備を汚損し，又はき損するおそれがないこと。 

 (5) 前各号に掲げるもののほか，駐車場の管理に支障を生じさせないこと。 

 （使用料） 

第３条 駐車場を使用する者（以下「使用者」という。）は，別表に定める使用料を納付

しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず，使用者が駐車しようとする自動車が次の各号のいずれかに

該当するときは，市長は，当該使用者から使用料を徴収しないものとする。 

14



 (1) 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第３９条第１項に規定する緊急自動車 

 (2) 駐車場の付近において国又は地方公共団体の職員が行う防疫活動その他の緊急を要

する公務を遂行するために使用する自動車 

 (3) その他市長が必要と認める自動車 

３ 市長は，特別の事由があると認めるときは，使用料を減免することができる。 

４ 既納の使用料は，還付しない。ただし，市長が相当の理由があると認めるときは，そ

の全部又は一部を還付することができる。 

 （駐車場の使用の拒否） 

第４条 市長は，使用者が第２条の規定に違反して駐車場を使用していると認めるときは，

駐車場の使用を拒否することができる。 

２ 前項の規定により，使用者に損害が生ずることがあっても，市はその賠償の責めを負

わない。 

 （禁止行為） 

第５条 駐車場内においては，次に掲げる行為をしてはならない。 

 (1) 他の自動車の駐車を妨げること。 

 (2) 駐車場の構造若しくは設備又は駐車中の他の自動車を汚損し，き損し，若しくは滅

失し，又はそのおそれのある行為をすること。 

 (3) 前２号に掲げるもののほか，駐車場の管理に支障を及ぼすこと。 

 （損害賠償の責任） 

第６条 使用者は，故意又は過失により駐車場の構造又は設備を汚損し，き損し，又は滅

失したときは，その損害を賠償しなければならない。ただし，市長がやむを得ない理由

があると認めるときは，当該賠償額を減免することができる。 

 （委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか必要な事項は，規則で定める。 

   附 則 

 この条例は，平成２５年１２月２４日から施行する。 

別表（第３条関係） 

 駐車場使用料 
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単 位 使 用 料 

１台につき 最初の２時間まで無料 

以後１時間につき１００円 

 

 

提案理由 

 岡山市南区役所に有料駐車場を設置するため，本条例を制定しようとするものである。 
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甲 第 １５１ 号 議 案 

   地方独立行政法人岡山市立総合医療センターに係る重要な財産を定める条例

の制定について 

 地方独立行政法人岡山市立総合医療センターに係る重要な財産を定める条例を次のよう

に制定するものとする。 

平成２５年 ９ 月 ２ 日提出 

 

岡山市長 髙  谷  茂  男 

 

 

岡山市条例第   号 

地方独立行政法人岡山市立総合医療センターに係る重要な財産を定める条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は，地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号。以下「法」とい

う。）第６条第４項の規定に基づき，地方独立行政法人岡山市立総合医療センター（以

下「法人」という。）が処分しようとするとき，又は法第４４条第１項の規定に基づき，

法人が譲渡し，若しくは担保に供しようとするときに市長の認可を受けなければならな

い重要な財産を定めるものとする。 

 （重要な財産） 

第２条 法第６条第４項及び第４４条第１項に規定する条例で定める重要な財産は，予定

価格（適正な対価を得てする売払い以外の方法により譲渡し，又は担保に供しようとす

る場合にあっては，その適正な見積価額）が５，０００万円以上の不動産（土地につい

ては，１件１万平方メートル以上のものに限る。）若しくは動産又は不動産の信託の受

益権とする。 

   附 則 

 この条例は，法人の成立の日から施行する。 
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提案理由 

  地方独立行政法人岡山市立総合医療センターが，財産の処分等を行う場合に市長の認可

を必要とする重要な財産を定めるため，本条例を制定しようとするものである。 
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甲 第 １５２ 号 議 案 

   岡山市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める

条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部

を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２５年 ９ 月 ２ 日提出 

 

岡山市長 髙  谷  茂  男 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める 

条例の一部を改正する条例 

岡山市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成

２４年市条例第７９号）の一部を次のように改正する。 

目次中「第６０条」を「第６０条の２」に改める。 

第２条第１２号中「平成２４年市条例第８１号」の次に「。以下「指定障害福祉サービ

ス基準条例」という。」を加え，「同条例」を「指定障害福祉サービス基準条例」に改め

る。 

第５９条中「岡山市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営に関する基準

等を定める条例」を「指定障害福祉サービス基準条例」に，「同条例」を「指定障害福祉

サービス基準条例」に改める。 

第２章第５節中第６０条の次に次の１条を加える。 

 （指定小規模多機能型居宅介護事業所に関する特例） 

第６０条の２ 次に掲げる要件を満たす指定小規模多機能型居宅介護事業者（岡山市指定

地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２

４年市条例第８６号。以下「指定地域密着型サービス基準条例」という。）第８４条第

１項に規定する指定小規模多機能型居宅介護事業者をいう。以下同じ。）が地域におい
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て児童発達支援が提供されていないこと等により児童発達支援を受けることが困難な障

害児に対して指定小規模多機能型居宅介護（指定地域密着型サービス基準条例第８３条

に規定する指定小規模多機能型居宅介護をいう。）のうち通いサービス（指定地域密着

型サービス基準条例第８４条第１項に規定する通いサービスをいう。以下同じ。）を提

供する場合には，当該通いサービスを基準該当児童発達支援と，当該通いサービスを行

う指定小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービス基準条例第８４条第１

項に規定する指定小規模多機能型居宅介護事業所をいう。以下同じ。）を基準該当児童

発達支援事業所とみなす。この場合において，この節（第５８条（第２３条第２項，第

３項，第５項及び第６項の規定を準用する部分に限る。）を除く。）の規定は，当該指

定小規模多機能型居宅介護事業所については適用しない。 

(1) 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の登録定員（当該指定小規模多機能型居宅

介護事業所の登録者（指定地域密着型サービス基準条例第８４条第１項に規定する登

録者をいう。）の数と指定障害福祉サービス基準条例第９７条の規定により基準該当

生活介護とみなされる通いサービス，この条の規定により基準該当児童発達支援とみ

なされる通いサービス若しくは第８０条において準用するこの条の規定により基準該

当放課後等デイサービスとみなされる通いサービス又は厚生労働省関係構造改革特別

区域法第３４条に規定する政令等規制事業に係る省令の特例に関する措置を定める省

令（平成１５年厚生労働省令第１３２号。以下「特区省令」という。）第４条第１項

の規定により自立訓練とみなされる通いサービスを利用するために当該小規模多機能

型居宅介護事業所に登録を受けた障害者及び障害児の数の合計数の上限をいう。以下

この条において同じ。）を２５人以下とすること。 

(2) 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の通いサービスの利用定員（当該指定小規

模多機能型居宅介護事業所の通いサービスの利用者の数と指定障害福祉サービス基準

条例第９７条の規定により基準該当生活介護とみなされる通いサービス，この条の規

定により基準該当児童発達支援とみなされる通いサービス若しくは第８０条において

準用するこの条の規定により基準該当放課後等デイサービスとみなされる通いサービ

ス又は特区省令第４条第１項の規定により自立訓練とみなされる通いサービスを受け

る障害者及び障害児の数の合計数の１日当たりの上限をいう。）を登録定員の２分の
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１から１５人までの範囲内とすること。 

(3) 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の居間及び食堂（指定地域密着型サービス

基準条例第８８条第２項第１号に規定する居間及び食堂をいう。）は，機能を十分に

発揮しうる適当な広さを有すること。 

(4) 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の従業者の員数が，当該指定小規模多機能

型居宅介護事業所が提供する通いサービスの利用者数を通いサービスの利用者数及び

指定障害福祉サービス基準条例第９７条の規定により基準該当生活介護とみなされる

通いサービス，この条の規定により基準該当児童発達支援とみなされる通いサービス

若しくは第８０条において準用するこの条の規定により基準該当放課後等デイサービ

スとみなされる通いサービス又は特区省令第４条第１項の規定により自立訓練とみな

される通いサービスを受ける障害者及び障害児の数の合計数であるとした場合におけ

る指定地域密着型サービス基準条例第８４条に規定する基準を満たしていること。 

(5) この条の規定により基準該当児童発達支援とみなされる通いサービスを受ける障害

児に対して適切なサービスを提供するため，障害児入所施設その他の関係施設から必

要な技術的支援を受けていること。 

第７９条中「基準該当放課後等デイサービス事業所には」を「基準該当放課後等デイサ

ービス事業所は」に改める。 

第８０条中「第５９条，第６０条」を「第５９条から第６０条の２まで」に改める。 

附 則 

 この条例は，平成２５年１０月１日から施行する。 

 

 

提案理由 

 児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準の一部改

正に伴い，指定小規模多機能型居宅介護事業者が，基準該当児童発達支援及び基準該当放

課後等デイサービスを行う基準について定める等のため，本条例の一部を改正しようとす

るものである。 
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甲 第 １５３ 号 議 案 

   岡山市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営に関する基準等

を定める条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条

例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２５年 ９ 月 ２ 日提出 

 

岡山市長 髙  谷  茂  男 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営に関する基準等 

を定める条例の一部を改正する条例 

 岡山市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条

例（平成２４年市条例第８１号）の一部を次のように改正する。 

 第９７条第１号，第２号及び第４号中「通いサービス又は」を「通いサービス，指定通

所支援基準条例第６０条の２の規定により基準該当児童発達支援とみなされる通いサービ

ス若しくは指定通所支援基準条例第８０条において準用する指定通所支援基準条例第６０

条の２の規定により基準該当放課後等デイサービスとみなされる通いサービス又は」に，

「障害者」を「障害者及び障害児」に改める。 

第１１１条第１号中「通いサービス又は」を「通いサービス，指定通所支援基準条例第

６０条の２の規定により基準該当児童発達支援とみなされる通いサービス若しくは指定通

所支援基準条例第８０条において準用する指定通所支援基準条例第６０条の２の規定によ

り基準該当放課後等デイサービスとみなされる通いサービス又は」に，「利用者」を「障

害者及び障害児」に改め，同条第２号及び第４号中「利用者」を「障害者及び障害児」に

改める。 

附 則 

 この条例は，平成２５年１０月１日から施行する。 
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提案理由 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サ

ービスの事業等の人員，設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い，指定小規模多機能

型居宅介護事業者が，基準該当児童発達支援及び基準該当放課後等デイサービスを行う基

準について定めるため，本条例の一部を改正しようとするものである。 
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甲 第 １５４ 号 議 案 

   岡山市理容師法施行条例及び岡山市美容師法施行条例の一部を改正する条例

の制定について 

 岡山市理容師法施行条例及び岡山市美容師法施行条例の一部を改正する条例を次のよう

に制定するものとする。 

  平成２５年 ９ 月 ２ 日提出 

 

岡山市長 髙  谷  茂  男 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市理容師法施行条例及び岡山市美容師法施行条例の一部を改正する条例 

（岡山市理容師法施行条例の一部改正） 

第１条 岡山市理容師法施行条例（平成１２年市条例第２６号）の一部を次のように改正

する。 

 第２条第１項第３号中「第２３条第１項第１号」を「第４条第１項第１号」に，「収

容施設」を「避難所及び応急仮設住宅」に改める。 

（岡山市美容師法施行条例の一部改正） 

第２条 岡山市美容師法施行条例（平成１２年市条例第２７号）の一部を次のように改正

する。 

 第２条第１項第３号中「第２３条第１項第１号」を「第４条第１項第１号」に，「収

容施設」を「避難所及び応急仮設住宅」に改める。 

附 則 

この条例は，この条例の公布の日又は災害対策基本法等の一部を改正する法律（平成２

５年法律第５４号）附則第１条第１号に規定する日のいずれか遅い日から施行する。 

 

 

提案理由 
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 災害対策基本法等の一部を改正する法律の施行による災害救助法の一部改正に伴い，所

要の措置を講ずるため，本条例の一部を改正しようとするものである。 
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甲 第 １５５ 号 議 案 

   岡山市下水道事業負担金条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市下水道事業負担金条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２５年 ９ 月 ２ 日提出 

 

岡山市長 髙  谷  茂  男 

 

 

岡山市条例第   号 

   岡山市下水道事業負担金条例の一部を改正する条例 

 岡山市下水道事業負担金条例（昭和４６年市条例第１３７号）の一部を次のように改正

する。  

 附則に次の１項を加える。 

１３ 当分の間，第１２条に規定する延滞金の年１４．５パーセントの割合及び年７．２ 

５パーセントの割合は，同条の規定にかかわらず，各年の特例基準割合（当該年の前年

に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項の規定により告示された

割合に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。以下この項において同じ。）が年

７．２５パーセントの割合に満たない場合には，その年（以下この項において「特例基

準割合適用年」という。）中においては，年１４．５パーセントの割合にあつては当該

特例基準割合適用年における特例基準割合に年７．２５パーセントの割合を加算した割

合とし，年７．２５パーセントの割合にあつては当該特例基準割合に年１パーセントの

割合を加算した割合（当該加算した割合が年７．２５パーセントの割合を超える場合に

は，年７．２５パーセントの割合）とする。 

   附 則 

１ この条例は，平成２６年１月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 改正後の附則第１３項の規定は，延滞金のうち施行日以後の期間に対応するものにつ

いて適用し，施行日前の期間に対応するものについては，なお従前の例による。 
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提案理由 

 平成２５年度税制改正による地方税に係る延滞金の割合の見直しに伴い，本条例の延滞

金の割合について地方税法の規定との不均衡を生じないよう措置を講ずるため，本条例の

一部を改正しようとするものである。 
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甲 第 １９７ 号 議 案 

   岡山市職員等の給与の特例に関する条例の制定について 

 岡山市職員等の給与の特例に関する条例を次のように制定するものとする。 

平成２５年 ９ 月１３日提出 

 

岡山市長 髙  谷  茂  男 

 

 

岡山市条例第   号 

岡山市職員等の給与の特例に関する条例 

（岡山市職員の給与に関する条例の特例） 

第１条 平成２５年１０月１日から平成２６年３月３１日までの間（以下「特例期間」と

いう。）においては，岡山市職員の給与に関する条例（昭和２６年市条例第５号。以下

この条において「給与条例」という。）第３条第１項各号に掲げる給料表の適用を受け

る職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の４第１項，第２８条の

５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された職員，地方公

共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成１４年法律第４８号）第３条第

１項若しくは第２項，第４条又は第５条の規定により採用された職員及び地方公務員の

育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第６条第１項第１号又は第１８条

第１項の規定により採用された職員を除く。以下この条において「職員」という。）に

対する給料の支給に当たっては，給料月額（給与条例第３条の規定により支給される給

料月額，岡山市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成２０年市条例第

６号）附則第６項の規定により支給される給料の額，岡山市職員の給与に関する条例等

の一部を改正する条例（平成２１年市条例第５８号）附則第３項及び第８項の規定によ

り支給される給料の額並びに岡山市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

（平成２２年市条例第６３号）附則第７項の規定により支給される給料の額の合計額を

いう。以下この条において同じ。）から，当該給料月額に，当該職員に適用される次の

表の左欄に掲げる給料表及び同表の中欄に掲げる職務の級の区分に応じそれぞれ同表の
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右欄に定める割合（以下「支給減額率」という。）を乗じて得た額に相当する額を減ず

る。 

給料表 職務の級 割合 

２級以下 １００分の３．２ 

３級から５級まで １００分の６．２ 

行政職給料表 

６級以上 １００分の９．７ 

２級以下 １００分の３．２ 教育職給料表（１） 

３級以上 １００分の９．７ 

２級以下 １００分の３．２ 教育職給料表（２） 

３級以上 １００分の６．２ 

３級以下 １００分の６．２ 医療職給料表（１） 

４級以上 １００分の９．７ 

４級以下 １００分の３．２ 

５級及び６級 １００分の６．２ 

医療職給料表（２） 

７級以上 １００分の９．７ 

４級以下 １００分の３．２ 

５級 １００分の６．２ 

医療職給料表（３） 

６級以上 １００分の９．７ 

２ 特例期間においては，給与条例第１０条に規定する勤務１時間当たりの給与額は，給

与条例第１４条の規定により算出した勤務１時間当たりの給与額から，当該給料月額に

１２を乗じ，その額を１週間当たりの勤務時間に５２を乗じたものから規則で定める時

間を減じたもので除して得た額に当該職員の支給減額率を乗じて得た額に相当する額を

減じた額とする。 

３ 特例期間においては，給与条例第１７条第１項から第４項までの規定による給与のう 

ち給料の支給に当たっては，第１項の規定にかかわらず，当該給料の額から，当該職員 

に適用される次の各号に掲げる規定の区分に応じ当該各号に定める額に相当する額を減 

ずる。 

(1) 給与条例第１７条第１項  第１項に定める額 
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(2) 給与条例第１７条第２項 第１項に定める額に１００分の８０を乗じて得た額 

(3) 給与条例第１７条第３項 第１項に定める額に同条第３項の規定により当該職員に 

支給される給与に係る割合を乗じて得た額 

(4) 給与条例第１７条第４項 第１項に定める額に同条第４項の規定により当該職員に 

支給される給与に係る割合を乗じて得た額 

（岡山市職員の勤務時間，休日及び休暇に関する条例の特例） 

第２条 特例期間においては，岡山市職員の勤務時間，休日及び休暇に関する条例（昭和

３６年市条例第４８号）第１１条第２項，第１２条第３項及び第１３条第４項の規定の

適用については，これらの規定中「同条例第１４条」とあるのは，「岡山市職員等の給

与の特例に関する条例（平成２５年市条例第  号）第１条第２項」とする。 

（岡山市職員の育児休業等に関する条例の特例） 

第３条 特例期間においては，岡山市職員の育児休業等に関する条例（平成４年市条例第

５号）第２１条の規定の適用については，同条中「同条例第１４条」とあるのは，「岡 

山市職員等の給与の特例に関する条例（平成２５年市条例第  号）第１条第２項」と

する。 

（岡山市職員の修学部分休業に関する条例の特例） 

第４条 特例期間においては，岡山市職員の修学部分休業に関する条例（平成２０年市条

例第３５号）第３条の規定の適用については，同条中「得た額」とあるのは，「得た額

から，給料の月額に１２を乗じ，その額を１週間当たりの勤務時間に５２を乗じたもの

から，規則で定める時間を減じたもので除して得た額に岡山市職員等の給与の特例に関

する条例（平成２５年市条例第  号）第１条第１項に規定する支給減額率を乗じて得

た額を減じた額に相当する額」とする。 

（岡山市職員の高齢者部分休業に関する条例の特例） 

第５条 特例期間においては，岡山市職員の高齢者部分休業に関する条例（平成２０年市

条例第３６号）第３条の規定の適用については，同条中「得た額」とあるのは，「得た

額から，給料の月額に１２を乗じ，その額を１週間当たりの勤務時間に５２を乗じたも

のから，規則で定める時間を減じたもので除して得た額に岡山市職員等の給与の特例に

関する条例（平成２５年市条例第  号）第１条第１項に規定する支給減額率を乗じて
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得た額を減じた額に相当する額」とする。 

（公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の特例） 

第６条 特例期間においては，公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成１４年

市条例第１０号）第４条の規定の適用については，同条中「期末手当」とあるのは，

「期末手当の額（これらの給与のうち，岡山市職員等の給与の特例に関する条例（平成

２５年市条例第  号）第１条の規定の適用があるものについては，当該額から同条の

規定により支給に当たって減ずることとされる額に相当する額を減じた額とする。）」

とする。 

（市長，副市長等の給与に関する条例の特例） 

第７条 特例期間においては，市長の給料の支給に当たっては，市長，副市長等の給与に

関する条例（昭和２６年市条例第１１号。以下「市長等の給与条例」という。）第３条

第１項に規定する給料月額から，当該給料月額に１００分の２０を乗じて得た額に相当

する額を減ずる。 

２ 特例期間においては，副市長の給料の支給に当たっては，市長等の給与条例第３条第

１項に規定する給料月額から，当該給料月額に１００分の１５を乗じて得た額に相当す

る額を減ずる。 

３ 特例期間においては，常勤の監査委員の給料の支給に当たっては，市長等の給与条例

第３条第１項に規定する給料月額から，当該給料月額に１００分の１０を乗じて得た額

に相当する額を減ずる。 

（岡山市教育委員会の教育長の給与に関する条例の特例） 

第８条 特例期間においては，岡山市教育委員会の教育長の給料の支給に当たっては，岡

山市教育委員会の教育長の給与に関する条例（昭和２７年市条例第５６号）第２条第１

項に規定する給料月額から，当該給料月額に１００分の１０を乗じて得た額に相当する

額を減ずる。 

（岡山市水道事業管理者の給与に関する条例の特例） 

第９条 特例期間においては，岡山市水道事業管理者の給料の支給に当たっては，岡山市

水道事業管理者の給与に関する条例（昭和４１年市条例第６４号）第２条第１項に規定

する給料月額から，当該給料月額に１００分の１０を乗じて得た額に相当する額を減ず
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る。 

（岡山市病院事業管理者の給与に関する条例の特例） 

第１０条 特例期間においては，岡山市病院事業管理者の給料の支給に当たっては，岡山

市病院事業管理者の給与に関する条例（平成１２年市条例第９９号）第２条第１項に規

定する給料月額から，当該給料月額に１００分の１０を乗じて得た額に相当する額を減

ずる。 

（岡山市市場事業管理者の給与に関する条例の特例） 

第１１条 特例期間においては，岡山市市場事業管理者の給料の支給に当たっては，岡山

市市場事業管理者の給与に関する条例（平成１３年市条例第６５号）第２条第１項に規

定する給料月額から，当該給料月額に１００分の１０を乗じて得た額に相当する額を減

ずる。 

（端数計算） 

第１２条 この条例の規定により給与の支給に当たって減ずることとされる額を算定する

場合において，当該額に１円未満の端数を生じたときは，これを切り捨てるものとする。 

附 則 

この条例は，平成２５年１０月１日から施行する。 

 

 

提案理由 

 平成２５年１０月１日から平成２６年３月３１日までの間において，職員等の給与減額

支給措置を講ずるため，本条例を制定しようとするものである。 
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